
第第第第 回回回回調査調査調査調査 年年年年 月月月月調査調査調査調査  

●●●●    改善改善改善改善みられるもみられるもみられるもみられるも払拭払拭払拭払拭されないされないされないされない不透明感不透明感不透明感不透明感  

 中同協の全国の景況調査結果 月期 では、業況判断については改善傾向

を認めつつも、全般的回復には依然ほど遠い状況にあり、「浮揚力弱く回復には至らず」

という評価を示しています。日銀短観と比較して改善状況が弱く、設備投資も盛り上が

りに欠けるといった問題が残っているからです。それでは大阪はどうなっているのでし

ょうか。  

 前期 月期 と比較した業況判断、売上高、経常利益の 値 好転・増加か

ら悪化・減少の 値を引いた数値 は、それぞれ大きく好転し、 前期▲ 、

同▲ 、 同▲ となっています。対前期比でこれらの数字がプラス、また

はプラスに近かったのは 年のことですから、三年ぶりということになります。

前回の景況調査による 月期の見通しともこれらの 値はほぼ一致してお

り、景気が上向きになっていることを示しています。また、雇用については一年前と比

べて従業員数、残業時間は増加が減少を上回っており、過不足感についても 値が▲

過剰から不足の 値を引いた数値 であり、不足感が強くなっています。  

 しかし、他方で簡単に景気が回復したとはいえない状況も見られます。第一に、確か

に 月期は 月期と比べた場合には 値は久しぶりにプラスになった

のですが、それでも前年同期と比べた業況判断 値はまだマイナスのままであること

です。第二に、 年 月期の見通しについても前年と比べた場合には、業況

では悪化のほうが多いことです。第三に、業況水準については、まだ 値はマイナス

を示していることです。第四に、設備投資を実施したり、計画したりしている企業の割

合が改善を見せつつも、まだ本格的に増加していないことです。これらの数字を見ると

確かに景況は改善の方向に進んでいることは認められつつも、その力強さはまだ見られ

ず、要注意の状況にあるといえます。  

 

●●●●厳厳厳厳しいしいしいしい収益性収益性収益性収益性――――上昇上昇上昇上昇するするするする仕入単価仕入単価仕入単価仕入単価、、、、下降下降下降下降するするするする売上売上売上売上 客単価客単価客単価客単価  

 前回の景況調査では、売上高については改善が進みつつも、利益については安定的な

増加にはいたっていない点を指摘したのですが、この傾向は今回の景況調査でも見るこ

とができます。売上高の 値と比べて経常利益の 値が低いことから、この点を理

解することができるでしょう。  

 こうした原因の一つとして注目したいのは、景況調査のなかにもふれられている価格

動向です。 月期の仕入単価 値は 上昇から下降のパーセント値を引いた

数字 、 と上昇が下降を上回っているのに対し、売上・客単価は▲ と逆に下降

が上昇を大きく上回っています。つまり、原材料価格は上昇しているのですが、販売価



格は上昇せず、売上が伸びても、利益が出にくくなっているという状況にあります。  

 中小企業がおかれているこうした問題は、今後についても継続すると考えている企業

が多く、特に仕入単価については、今期以上に厳しい状況を予測している企業がさらに

多くなっています。デフレ経済による販売単価の下落に加えて、原材料の不足感などか

ら生じる原材料価格の上昇という問題については、今後も注意して見ていく必要があり

ます。  

 なお、こうした仕入単価の上昇は、他地域と比較すると大阪がもっとも顕著に現われ

ています。原材料価格の動向に大阪がもっとも敏感に反応していることを示していると

思われます。  

 

●●●●資金繰資金繰資金繰資金繰りはりはりはりは  

 資金繰りについては、 値 余裕有から窮屈を引いたパーセント値 が前回プラス

でしたが、今回は低下しプラス となっています。金利は、長期も短期も上昇して

いるとしている企業が増えています。しかし、一方で借入金は前回同様、一年前と比べ

て減少しているという企業が多く、その結果、借入条件は前回と比べて悪くなっている

ものの、借入難度については、容易と答えている企業が多くなっています。  

 金融については、現在のところ大きな問題はみられませんが、今後景気の動きによっ

ては設備投資等が拡大することも考えられ、その際には金融情勢の動きを注意深くみて

いくことが必要になります。 

 今回経常利益の好転理由については、 の企業が「売上数量 客数の増加」を

あげており、 売上単価 客単価の上昇 は に過ぎません。一方、悪化理由では、 売

上数量 客数の減少 がもっと多く 、次いで「売上単価 客単価の低下」が

となっています。売上が増大しているところが徐々に増えていることは期待できるので

すが、前述したように売上単価の低下が影響を与えている企業も多く、デフレ経済が中

小企業に与えている影響が大きいことがわかります。今後、原材料価格の上昇が懸念さ

れているなかで、新たな課題を検討していくことが求められています。  

 経営上の力点、問題点については、前回と大きな違いはそれほど見られませんが、力

点で「新規受注の確保」 に次いで 付加価値の増大 が入っている

ことが注目されます。販売価格、原材料価格の動向が気になるなかで、単に売上を増大

させるだけでなく、いかに収益性を高めていくのか、そのための付加価値増大について

留意していくことが必要になっていることを改めて確認しておきたいと思います。 



 

 



 



 

 


